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はじめに

福島原発事故の発生から２年半以上が経過し

たが，事態は「収束」とは程遠い状況にある。

本稿を執筆している２０１３年９月末，汚染水の

問題がクローズアップされ，抜本的な対策が求

められている。事故の被害も継続している。避

難者数はいまだに１４万人を超えており，容易

には帰還できない区域もあることが明らかにな

りつつある。

深刻な事故被害の発生を受けて，日本の公害

研究の先駆者たちが，その蓄積を踏まえ，福島

の事故について考察を行なっている。たとえば

経済理論学会の第６０回大会（２０１２年１０月６～

７日，愛媛大学）では，「大震災・原発問題と

政治経済学の課題」という共通論題が掲げら

れ，宮本憲一，吉田文和らが報告をしている

（宮本，２０１３，吉田，２０１３）。これらの論稿で

は幅広い問題点や課題が網羅されており，大変

貴重であるが，個別の論点に関する考察をさら

に深めていくことが急務である。

筆者は，宮本，吉田らの業績に学びつつ，水

俣病や大気汚染などの公害被害補償について研

究してきた（除本，２００７，除本ほか，２０１０）。

そして震災直後から，これまでの経験を踏ま

え，福島原発事故の被害実態と補償問題に関し

ても，共同研究者とともに調査・研究を進めて

きた。成果は著書・論文等を通じて発表してき

ているが（大島・除本，２０１２，除本，２０１３a な

ど），本稿ではその一部について，とくに戦後

日本の公害問題との比較という視点から，あら

ためて述べることにしたい１）。

１． 曖昧にされる責任と被害補償の費用負担

福島原発事故の被害に関して，大きく分けれ

ば，次の３つの責任が問われている。第１は

「国策」として原子力発電を推進してきた責任

である。この推進主体は，国や電力会社だけで

なく関連業界などを含む，いわゆる「原子力ム

ラ」と呼ばれる複合体だといってよい。第２

は，事故を防ぐ対策や規制が十分でなかったと

いう点である。これは主に，東京電力（以下，

東電）と国の責任である。第３は，事故が起き

てからの対応に問題があったことである。これ

は根本的には，深刻な事故は起きないという

「安全神話」に原因があり，その意味では，事

前の対策の不備という第２の点に帰着する。た

とえば今回の事故では，住民への情報伝達に問

題があり，放射性物質が飛散する方向に人びと

１）本稿は，拙著の一部（除本，２０１３，第�章，第
�章１節）を圧縮し，情勢の進展を踏まえて加
筆したものである。なお，あらかじめ「賠償」
「補償」の語の使い分けについて，説明してお
く。本稿では，「賠償」を含むより広い概念と
して「補償」の語を用いている。「補償」は，法
的な賠償責任を前提としない場合（たとえば
「社会的責任」など）を含み，また，金銭賠償
を越えた広義の「償い」をも含意する。ただ
し，法律や組織名などにおいて，あるいは「賠
償」と表記するのが自然であり内容上も問題の
ない場合には，そちらを用いた。筆者が「賠
償」と「補償」を使い分けているのは，狭い意
味の金銭賠償だけでは問題が解決しないと考え
ているためだが，用語の説明を省くためなどの
理由で，別稿では「賠償」で統一した場合もあ
る。しかし，ここで述べた立場に変更はない。
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が避難した結果，本来は避けられたはずの被曝

をしてしまった。

日本弁護士連合会は，今回の事故をめぐる東

電と国の過失を明らかにし，関連業界を含めた

法的責任を問うことは可能だとしている（日本

弁護士連合会編，２０１１，２２－２８，３２－３４頁）。

しかし，こうした責任を踏まえて被害補償が行

なわれているのかというと，そうではない。以

下では，事故被害をめぐる責任が曖昧にされ，

「加害者主導」の被害補償が進められているこ

とから，多くの問題が起きていることを明らか

にしたい。

１．１ 加害責任に「無自覚」な東電

原発事故の被害補償は，「原子力損害の賠償

に関する法律」（以下，原賠法）にしたがって

進められる。これに基づいて東電は，今回の事

故の損害賠償責任を負い，被害者に補償を支

払っている。一見，東電は責任を果たしている

ようにみえる。しかし問題は，原賠法の定める

責任の中身にある。

原賠法は，原子力事業者（今回の場合は東

電）の責任を，無過失責任としている。これに

よって被害者は，東電の故意や過失を立証する

必要がなくなるので，補償請求が容易になる。

本来，被害者にとっては，補償額が減らされる

わけではなく，不利になることはないはずだ。

ところが，実際にはそう単純ではない。

今回の事故で東電は，加害者としての自覚が

あるのか，としばしば批判を受けている。たと

えば２０１２年８月の，社内テレビ会議の限定的

「公開」をめぐる顛末ひとつをとってもそうで

ある。事故の検証に役立つ貴重な資料だが，東

電は社員のプライバシーを理由に全面公開を拒

否した。同様の事態は，被害補償においても

はっきりとあらわれている。後述のように東電

は，補償基準を勝手に決め，それを被害者に押

し付けようとしてきた。東電の基準は，実際に

引き起こされた被害よりも，補償の範囲を狭く

設定している。被害者の反発が生まれるのも当

然である。

原賠法によって，東電は故意・過失を正面か

ら問われたことがないのだから，こうしたこと

も不思議ではない。無過失責任は，東電の責任

の「無自覚」につながっているのではないか。

それだけでなく，原賠法のもとで，国の責任も

曖昧になっている。東電は第一義的責任を負わ

されているようにみえるが，実際には，株主，

債権者は応分の負担をしていない。他方，国

も，東電の背後に隠れ，前面に立って責任を果

たそうとしていない。次に，原賠法の仕組みを

説明しながら，このことを明らかにしていこ

う。

１．２ 東電「延命」と国の責任

原子力事業者は，事故被害について無過失責

任を負う（原賠法第３条）。原子力事業者の補

償額に，限度額は設けられていない（無限責

任）。また，責任の主体は原子力事業者に集中

されており，取引関係のあるプラントメーカー

などは責任を負わない（第４条）。

原子力事業者は，こうした責任を担保するた

め，保険などに入っている。これを損害賠償措

置と呼ぶ。損害賠償措置には，民間の責任保

険，および国との間で結ばれる補償契約がある

（第６，７条）。責任保険は一般的な事故をカ

バーし，補償契約は，責任保険で補償されない

部 分――す な わ ち，天 災（地 震，噴 火，津

波），正常運転，および「後発損害」（事故発生

から１０年経過した後の補償請求）を対象とす

る。

しかし，損害賠償措置によって賄える額にも

限度がある。そこで，さらに足りない場合，国

は原子力事業者に対し，必要な援助を行なう

（第１６条）。

他方，「異常に巨大な天災地変又は社会的動

乱」によって被害が発生した場合は，原子力事

業者は免責される（第３条１項ただし書）。こ

の場合，国が「被災者の救助及び被害の拡大の

防止のため必要な措置を講ずるようにするもの

経 済 学 研 究23286（ ） ６３－２
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とする」（第１７条）。

原賠法の仕組みを表１に整理した。今回の事

故は，①の A～C のうち，いずれに当てはまる

だろうか。東日本大震災は，原賠法の免責事由

である「異常に巨大な天災地変」（C）には該

当しないというのが政府の解釈である（むしろ

東電には重大な過失があるという指摘もなされ

ている）。そこで，今回の事故は B のケースに

入り，損害賠償措置は補償契約となる。同措置

の上限は，福島第一原発について１，２００億円，

第二原発も含めると２，４００億円である。

福島原発事故の被害総額は，６兆円にものぼ

るとされ，損害賠償措置で賄える１，２００億ない

し２，４００億円程度では「焼け石に水」である。

そこで，前述のとおり国の援助措置が問題とな

る。

事故を起こしたことで，東電は事実上，経営

破綻の状態に陥った。今回の被害は非常に大規

模であって，原発事故の収束や廃炉，補償等に

要する費用が巨額にのぼるため，東電の自己資

本をはるかに超えることが確実視されたのであ

る。

自らの資力の範囲では補償しきれず，国の援

助が必要だとすれば，その前提として，東電は

資産を全部はき出すべきだろう。潤沢な資産を

もったまま，国から資金援助を受けるのはおか

しい。資産を握っているのは，大手金融機関な

ど東電の株主，債権者だから，それらの主体が

負担を甘受せねばならない。これは，企業の通

常の破綻処理で行なわれることである。

しかし，この当たり前の方法とは正反対の法

律がつくられ，株主と債権者は守られた。２０１１

年８月，原賠法第１６条にある国の援助措置の

具体化として，「原子力損害賠償支援機構法」

（以下，支援機構法）が成立したのである。こ

れにより，原子力損害賠償支援機構（以下，機

構）が設立された。機構は東電に対し，資金の

交付や貸付，株式引き受けなどのさまざまな援

助をすることができる。これによって東電の資

金繰りを助け，破綻を回避する。これで，大手

金融機関など東電の株主，債権者は，まったく

の無傷ではないにせよ，守られることになっ

た。

たしかに東電は，形のうえでは補償の責任を

負い，被害者への支払いを行なう。だが支援機

構法により，その原資は，機構を通じて国が出

すと決まった。これは，東電を含む原子力事業

者が負担金で返納することになっている。した

がって，電気料金などによって，国民に負担が

転嫁されていくことになる（図１）。いずれに

せよ，東電の破綻処理は回避され，株主と債権

者は応分の負担をしていない。「延命」された

出所：除本（２０１３a）１０頁，図２。

図１ 原子力損害賠償支援機構法の仕組み

①被害の原因 A 一般的な事故
B 天災（地震，噴火，津波），正常運転，
後発損害

C 異常に巨大な天災地変，
社会的動乱

②原子力事業者の責任 無過失・無限責任，責任の集中 免責
③損害賠償措置の形態 責任保険 補償契約

なし
④損害賠償措置の額 原子力施設の規模等に応じ１２００億，２４０億，４０億円

⑤国の措置
損害賠償措置を超える損害が発生した場合，政府が必要と認めるとき
は，国会の議決の範囲内で原子力事業者に対し必要な援助を行なう

被災者救助，被害拡大防止の
ため必要な措置を講ずる

表１ 原発事故の被害補償制度

出所：除本（２０１３a）９頁，表１。

２０１４．１ 戦後日本の公害問題と福島原発事故 除本 23387（ ）
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東電は，原発再稼働をねらい，電気料金の値上

げまでしている。東電と国の「責任逃れ」が，

メダルの裏と表のように一体化した仕組みなの

である。

２．「加害者主導」で行なわれる被害の「線引

き」

２．１ 「最低限の目安」としての指針

原賠法は，原子力事業者の責任について規定

しているが，他方，補償対象となる被害の範囲

については，とくに定めていない。補償すべき

被害の範囲に関する指針を決めるのは，文部科

学省に設置される原子力損害賠償紛争審査会

（以下，紛争審）である。

紛争審は２０１１年４月以降，今回の事故被害

の補償について，第１次指針，第２次指針・同

追補を順次策定し，同年８月５日にそれらを集

成して「中間指針」を決定した。そこで規定さ

れた補償の範囲は，表２のとおりである。

しかし，中間指針では漏れている被害や，評

価が不十分な被害も多く存在する。たとえば，

中間指針は，国や自治体の避難指示等が出され

た区域（図２の B「強制避難」区域）について

は，比較的幅広く補償の範囲を定めている（表

２の A）。これに対し，その区域の外側につい

A 政府による避難等の指示等に係る損害 検査費用（人）
避難費用
一時立入費用
帰宅費用
生命・身体的損害
精神的損害
営業損害
就労不能等に伴う損害
検査費用（物）
財物価値の喪失・減少等

B 航行危険区域等及び飛行禁止区域の設定に
係る損害

営業損害
就労不能等に伴う損害

C 政府等による農林水産物等の出荷制限指示
等に係る損害

営業損害
就労不能等に伴う損害
検査費用（物）

D その他の政府指示等に係る損害 営業損害
就労不能等に伴う損害
検査費用（物）

E 風評被害
（農林漁業・食品産業，観光業，製造業，サー
ビス業，輸出等）

営業損害
就労不能等に伴う損害
検査費用（物）

F 間接被害（第一次被害者との経済的関係を
通じて第三者に生じた被害）

営業損害
就労不能等に伴う損害

G 放射線被曝による損害 急性，晩発性の放射線障害による生
命・健康被害に伴う逸失利益，治療
費，薬代，精神的損害等

H その他 地方公共団体，国の財産的損害等

表２ 中間指針の概要

注：原子力損害賠償紛争審査会「東京電力株式会社福島第一，第二原子力発電所事故による原子
力損害の範囲の判定等に関する中間指針」２０１１年８月５日，より作成。この後，２０１３年１月
までに３つの追補が策定されており，十分な内容とはいえないが「自主避難者」に関する補
償範囲の拡大などがあった。

出所：除本（２０１３a）１３頁，表２。

経 済 学 研 究23488（ ） ６３－２
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ては，農林水産物の出荷制限や風評被害を除い

て，住民への補償にはほとんど触れられていな

かった（後述する「自主避難」問題）。

２．２ 東電の「裁量」と補償基準

加害者と被害者の間に争いがある場合，通常

は，司法のような第三者に判断が委ねられる。

ただし，裁判では時間や費用がかかるので，そ

れを避け，当事者間の自主的な解決を促進する

ため，紛争審の指針によって，最低限補償すべ

き被害の範囲が示される。今回の事故では，東

電が指針を受けて補償基準をつくり，被害者か

らの請求を受け付けている（図３）。

注意すべきは，紛争審の指針が，裁判等をせ

ずとも補償されることの明らかな被害を列挙し

たものであり，補償範囲としては最低限の目安

出所：除本（２０１３b）２６頁，図②。

図２ 「強制避難」区域と「自主避難」

注：原子力損害賠償紛争解決センターや裁判所を通じた解決については，本図では略。
出所：除本（２０１３a）１６頁，図４。

図３ 紛争審の指針と東電の補償基準

２０１４．１ 戦後日本の公害問題と福島原発事故 除本 23589（ ）

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／２０１４　経済学研究Ｖｏｌ．６３，Ｎｏ２／本文／６　０００～０００　除本様  2014.01.10 10.22.15  Page 89 



だということである。指針に書かれていないか

らといって，補償されないというわけではな

い。にもかかわらず，加害者たる東電は，これ

を補償の「天井」であるかのように扱ってき

た。

東電は中間指針を踏まえて，２０１１年８月３０

日に独自の補償基準を示し，補償請求の手続き

をはじめた。しかし，指針に書かれていない基

準を勝手に決めて補償範囲を限定しようとした

り，指針に明示された被害の補償を先送りしよ

うとした。これには，被害者や世論の批判が大

きく，国会などでも取り上げられたため，東電

は一部撤回を余儀なくされている。

さらに問題なのは，加害者たる東電が，基準

を示すだけでなく，請求内容の査定まで行なっ

ていることである。東電の基準が紛争審の指針

を踏まえているとしても，補償支払いは東電の

基準にしたがうため，具体的運用のレベルで，

東電の「裁量」が入り込んでくる。このように

全体としてみれば，加害者側が補償の枠組みを

定め，それを被害者に押し付けてきたといって

よい。つまり「加害者主導」である。

２．３ 紛争審を動かした被害者らの運動

―「自主避難」をめぐって―

本稿で「加害者」という場合，さしあたり東

電を指す。しかし紛争審も，国の機関であっ

て，国は訴訟において事故の責任を追及される

「加害者側」でもあるという点は，銘記される

べきである（吉村，２０１３，６１頁，注２）。

紛争審の中間指針は，前述のように，国や自

治体の避難指示等が出されていない区域につい

ては，住民の被害をほとんど認めていなかっ

た。そのため，いわゆる「自主避難」をどう扱

うかが，最大の問題の１つになった。国の避難

指示等がなくとも，放射能から逃れようと「自

主的」に避難をした場合，避難費用等は補償さ

れるのか。中間指針は，その判断を示していな

かったのである。

国の避難指示の目安は年間被曝量２０mSv で

あり，通常時の基準である１mSv とはかなり

開きがある。被曝のリスクを避けようとする人

があらわれても不思議ではない。

「自主避難者」たちは，中間指針策定の頃か

ら，自らの被害について声をあげはじめた。被

害者らの働きかけは紛争審を動かし，２０１１年

１２月，この問題に関する指針の追補が決定さ

れた。

その結果，国の避難指示が出ていない福島市

や郡山市など，図２の A に示した２３市町村

（すべて福島県内）の住民１５０万人が，実際に

避難したかどうかにかかわらず，新たに補償対

象となった。補償額は１８歳以下の子どもと妊

婦が１人あたり４０万円，その他は８万円とさ

れ，およそ十分ではないが，被害者らの運動で

補償の範囲が広がったのは画期的なことだとい

える。

３． 区域再編と不動産の被害補償

―「生活基盤の再取得」の困難―

３．１ 避難指示解除と補償打ち切り

２０１２年４月から，川内村などを皮切りに，

避難指示区域の再編が実施されてきた（避難指

示区域とは福島第一原発２０km 圏と計画的避

難区域を指し，当該区域が空間線量に応じて

「避難指示解除準備区域」「居住制限区域」「帰

還困難区域」に見直される）。これは避難指示

の段階的解除を展望したものであり，要する

に，避難した住民の「帰還」を促す点に主眼が

ある。

避難指示が解除されれば，避難による費用や

精神的苦痛もなくなるはずだから，それらに対

する補償の打ち切りが必然的に浮上してくる。

２０１２年７月，経済産業省（以下，経産省）と

東電がその詳細を発表した。経産省が補償の

「考え方」を示し，東電がそれを受けて，より

具体的な基準を公表するという形をとってい

る２）。

紛争審は，２０１２年３月から８月まで開催さ
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れなかったが，その間の７月に，経産省と東電

が紛争審を差し置いて，土地・家屋などの補償

基準を策定・公表してしまったのである。土

地・家屋など，財物の補償は，そもそもある程

度高額になるし，精神的苦痛に対する補償（慰

謝料）については，避難指示解除後，補償の終

期までを一括請求できるようにして，被害者が

まとまった補償額を受け取るよう「工夫」され

ている（「包括請求方式」）。こうして，ある程

度まとまった額を被害者にいわば「手切れ金」

のように支払い，補償を終わらせていくのであ

る（避難指示解除と補償打ち切りの問題点につ

いては，除本，２０１３a，４０－５０頁，除本，２０１３c）。

区域再編と補償打ち切りはいずれも，２０１１

年１２月１６日の国による「事故収束」宣言に端

を発している。危険が去ったから帰還してよ

い，そうすれば避難による被害もなくなる，と

いう三位一体の関係である。

しかし「事故収束」宣言は，実態から程遠い

と強く批判されてきた。事故後２年の２０１３年

３月から４月にかけて，第一原発で使用済燃料

プール冷却装置などの停電や，汚染水漏れが明

らかになった。福島の人びとの間では「事故は

収束していない」というのがむしろ常識であ

り，それを理由に避難をしているという人もい

る。住民の不安は収まることがない。

また，避難指示の解除で被害が終わるのでは

ない。とくに戻れない人たちにとっては「ふる

さとの喪失」へと被害が深化すると考えるべき

だし，原住地に戻っても，事故前と同じ暮らし

を再び送れるわけではない。この問題は，今後

の被害補償を考えるうえで重要である。

３．２ 不動産の被害補償をめぐる問題点と課

題

経産省と東電が２０１２年７月に公表した，不

動産に関する前述の補償基準について検討しよ

う。これが対象とするのは，避難指示区域内の

不動産のみである。区域外の，人口が多い中通

りなどは一切対象になっていない（ただし旧緊

急時避難準備区域など一部で，建物の補修・清

掃費用に対する補償はある）。

この基準には，補償を減額する２つの要因が

組み込まれている。１つは，土地・家屋につい

て，避難指示の解除時期と連動した減額措置が

ある。解除時期が事故後６年以降であれば，

「事故前の価値」の全額を補償するが，６年に

満たず早く帰還できた場合は，それに応じて減

額する（図４）。

家屋については，もう１つ減額措置がある。

「事故前の価値」の算定のなかで，住宅の「経

年減価」が考慮されるのである。築４８年以上

の家屋については，新築価格の２割しか補償さ

れない。原発事故の被害地域には，そうした古

い家屋が多いため，自治体から批判が出た。

「残存価値」を補償するのは当たり前に思え

るかもしれないが，現にそこに住んでいたとい

う「使用価値」を重視しなければならない。こ

れら二重の減額措置が適用されると，補償額が

減り，新たに住居を取得するのが困難になる人

も少なからず出てくる。筆者が話を聞いた楢葉

町の避難者のケースでは，最も早く帰還できる

２）経済産業省「避難指示区域の見直しに伴う賠償
基準の考え方」２０１２年７月２０日。東京電力株式
会社「避難指示区域の見直しに伴う賠償の実施
について」（避難指示区域内，旧緊急時避難準備
区域等）同２４日。

出所：資源エネルギー庁「避難指示区域の見直しに伴う原子
力損害賠償の実施について」２０１３年３月，より作成。

図４ 避難指示の解除時期と不動産の補償減額
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とされる避難指示解除準備区域にご自宅があ

り，土地・建物に庭木などを含めた補償額が約

７２０万円にしかならない。この方の場合，ロー

ンも残っており，同等の住居を再取得するのは

きわめて困難である。

日本弁護士連合会は，会長声明でこれらの減

額措置を批判し，避難者が生活基盤を再取得で

きるよう，補償の仕方を改めるべきだと提言し

ている３）。ただし，再取得を保障するといって

も，あくまで居住スペースの確保であり，原状

回復からは程遠いことに注意しなくてはならな

い。別の土地に住居を再取得したとしても，避

難者たちが「ふるさと」を奪われたことには何

ら変わりがない。

そもそも，避難指示区域の人たちにとって，

農地を含む土地は，単なる「財物」ではない。

都市部とは異なり，それは先祖から引き継が

れ，次の世代へと受け渡していくものだ，とい

う意識が強い。たとえば，筆者が話を聞いた５０

歳代の男性（避難指示区域の自治体に勤務）

は，農家の長男なので，自分の代で農地に「付

加価値」をつけ，それをさらに子どもに引き継

がせてやりたかった，と語っていた。原発事故

でそれが困難になってしまったのである。

２０１３年３月末から，東電の決めた書式によ

る不動産の補償請求手続きがはじまったが，そ

こに至る過程で，不動産が未登記だったり，登

記簿上の所有者が亡くなったりしているケース

が非常に多いことが問題視された。不動産の売

買に登記は付き物だが，そうした意識が希薄な

のだろう。つまり被害地域の人びとにとって，

土地や家屋は，頻繁に売買される「財物」と同

じではない。

代々受け継がれる土地や家屋は，容易に代わ

りのものを入手することは困難であるから，代

替性が乏しいものと解すべきであろう。そうし

た不動産に関する被害評価は，容易に市場で入

手できる財物とは違って，慎重に行なわれるべ

きである。原住地を離れることを余儀なくされ

た避難者たちにとって，住んでいた家や土地は

「ふるさと」の象徴ともいえる。

各方面からの批判を踏まえて，紛争審も不動

産の被害補償の見直し作業に着手した。２０１３

年９月現在，議論はいまだ進行中だが，住居の

再取得などに配慮して賠償を上乗せする方針が

紛争審で確認されたと報じられている（『福島

民友』２０１３年９月１１日付）。

４． 戦後日本の公害問題の教訓に学ぶ

４．１ 水俣病事件との相似点

筆者は戦後日本の公害被害補償を研究してき

たが，その目からみると，福島の事故でも，似

たようなことが繰り返されているという感想を

もつ。以下，水俣病事件を例に，公害問題との

３つの相似点を示そう。

４．１．１ 被害者の分断

第１は被害者の分断である。前述のように，

紛争審の中間指針は，国・自治体から避難指示

等の出た「強制避難者」に対しては，補償の範

囲を比較的広く定めた。他方，避難指示等の出

ていない区域については，農林水産物の出荷制

限や風評被害を除き，住民への補償にはほとん

ど触れていない。つまり，行政による避難指示

等の有無によって，補償に大きな格差が設けら

れ，「自主避難」問題が生み出されたのであ

る。

これは，水俣病などの公害問題でみられる

「未認定」問題とよく似ている。水俣病事件で

は，１９７０年代後半，行政が患者の認定基準を

狭めることで補償対象を絞り込んできた。そこ

から外れた多くの被害者が「未認定」患者とし

て，十分な補償を受けられずにきた。

被害者の分断は，問題の解決を非常に難しく

する。補償・救済を受けられない被害者は，異

議申し立てをつづけざるをえず，事態は長期化

３）日本弁護士連合会「東京電力株式会社による
『避難指示区域の見直しに伴う賠償の実施につ
いて』に対する会長声明」２０１２年８月１０日。
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する。水俣病事件で，いまだに紛争が完全には

終結していないという事実からも，このことは

明らかである。

なお今後，「強制避難者」の「自主避難者」

化が進行していく。避難指示の解除がなされれ

ば，その後の「避難」は「自主避難」にならざ

るをえない。避難指示解除は，精神的苦痛に対

する慰謝料の支払い終期に直結する。その点で

は「強制避難」と「自主避難」の区別がなく

なっていくのである。同時に，避難指示区域で

は，避難指示解除の時期により補償額に差が出

るなどして，「強制避難者」のなかで新たな分

断も生じていくであろう。

このことを展望すれば，いまある「強制避

難」と「自主避難」の格差だけを前提に議論す

るのではなく，原発避難による被害の総体を捉

える視点が必要である。さらに，避難せずとど

まった人びとの被害をも含め，被害を全体とし

て理解することが求められる。

４．１．２ 加害者「主導」の被害補償とその破

綻

第２は，加害者が補償範囲を決め，決着を図

ろうとしたものの，被害者の抵抗にあい失敗し

ていることである。本稿で明らかにしてきたよ

うに，福島原発事故では，加害者自身が補償基

準を策定し，請求の査定も行ない，さらには補

償の打ち切りまで提起するに至っている。

加害者が補償の範囲や額を提示するというの

は，水俣病事件で失敗した「見舞金契約」を思

い起こさせる。１９５９年１２月，水俣病患者たち

は加害企業チッソとの間で，低額な見舞金の代

わりに，将来チッソの廃水が原因と分かっても

新たな補償要求をしないこと等を条件とする契

約を結ばされた（これを「見舞金契約」と呼ん

でいる）。

しかし後に，水俣病裁判での熊本地方裁判所

の判決（１９７３年）は，この契約について，患

者たちの「無知」と貧困につけこみ，極端に低

額の見舞金のかわりに損害賠償請求権を放棄さ

せるものであるから，民法第９０条にしたがっ

て，公序良俗違反であり無効だとしたのであ

る。東電の「補償基準」は，公序良俗違反とま

ではいえないにしても，そこに「見舞金契約」

と類似の構図をみてとることができる。

もちろん契約は，形式的には加害者と被害者

の「合意」にちがいないが，個々の被害者と大

企業の間には圧倒的な力の差があり，対等な交

渉の結果ではない。今回の場合もそうである。

第２節で述べたように，東電の補償基準が公

表された後，２０１１年秋以降の展開は，被害者

の抵抗や世論の批判によって，東電の思いどお

りには物事が進まなくなっていく過程であっ

た。しかし，補償打ち切りという加害者側の

「まきかえし」もあり，今後のゆくえは，被害

者側がこれに対してどのような動きをみせるか

にかかっている。

東電の被害補償に納得できない被害者は，裁

判を起こすことも可能だし，紛争審のもとに設

置された裁判外の紛争解決機関「原子力損害賠

償紛争解決センター」（以下，センター）に申

し立てるという選択肢もある。２０１２年１２月３

日，「強制避難者」１８世帯４０人が，東電に対

して約１９億４，０００万円の損害賠償を求める訴

訟を提起し，それ以降，避難指示区域内・外の

人たちが次々と訴訟を提起している（吉村，

２０１３，６１－６２頁）。浪江町では，２０１３年７月末

までに約１万５，０００人（町民の約７割）が，紛

争審と東電の定めた慰謝料額では不十分だとし

てセンターに申し立てをしている。「加害者主

導」の枠組みに対抗しようという被害者側の動

きがどこまで高まるか，動向が注目される。

４．１．３ 費用負担にみる建前と実態の乖離

第３は，加害者が被害補償の責任を果たして

いるようにみえても，費用負担の実態はそう

なっておらず，実際には責任が曖昧になってい

ることである。責任論を欠いた補償スキームで

は，建前と実態が乖離する。

前述の支援機構法でも，建前では東電は免責

されず，むしろ補償の第一義的責任を有するこ

とになっている。したがって，被害者に補償を

２０１４．１ 戦後日本の公害問題と福島原発事故 除本 23993（ ）
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国，関係金融機関

県債引き受け

償還

熊本県

貸付

返済

チッソ

補償金支払い

認定患者

支払うのは，形のうえでは東電である。しかし

実態をみれば，その原資は国から出ることにな

る。さらに電気料金や税金を通じて，国民に転

嫁されていく。他方，東電の株主や金融機関

は，応分の負担をしているとはいえない。東電

に第一義的責任があるようにみえて，肝心の部

分が抜け落ちているのである。

国について，支援機構法第２条は「これまで

原子力政策を推進してきたことに伴う社会的な

責任を負っている」としている。しかしすでに

明らかにしたとおり，同法の中身をみれば，国

が前面に出て責任を引き受けるのではなく，東

電の背後に隠れ，その補償責任「遂行」を援助

するにすぎない。

このような建前と実態の乖離は，水俣病事件

でもみられる。１９７０代末以降に政府が行なっ

てきた加害企業チッソへの金融支援では，チッ

ソが被害補償にあたっているかのような体裁を

とりつつ，その背後で，公的資金投入などの措

置が延々とつづけられてきた。この構造は，現

在まで継続している（除本，２００７，５１－９５頁）。

１９７３年，水俣病裁判で患者側勝訴の判決が

出され，これに基づいて補償協定が締結され

た。チッソは認定患者に対し，一時金や年金な

どの補償を支払うことになり，これまでの累計

額は約１，５００億円にのぼる。当初は，チッソが

まがりなりにも補償を支払ってきたが，認定患

者の増加とともに補償額も増大したため，資金

繰りの悪化を背景として，１９７８年にチッソ金

融支援が開始された。これは，チッソが熊本県

を介し，補償の元手の大半について国から借金

する仕組みである（図５）。

こうして，形のうえでは補償責任がチッソに

負わされる一方，費用負担の実態をみれば，結

果的に補償額のほぼ全額がこの仕組みによって

賄われることになった。しかし，その金を国が

出すのは，水俣病に関する責任とは無関係，と

いう体裁がとられたのである。この結果，チッ

ソは多額の有利子負債を抱え込むことになった

ため，１９９９年にチッソ支援「抜本策」が決定

され，政府の水俣病補償への関与はさらに拡大

している。

ところで水俣病被害者のうち，補償の対象と

なった認定患者はわずかであり，ほとんどは補

償を受けられない未認定患者であった。未認定

患者は，さまざまな手段で補償・救済を求める

運動を展開したが，なかでも国家賠償等請求訴

訟（国賠訴訟）は，多数の原告による大型訴訟

となった。長期の裁判運動の末，１９９５年に当

時の連立与党から解決案が提示され，関西訴訟

を除く国賠訴訟は終結した。これにより，約

３１７億円の一時金が被害者側に支払われた（被

害者団体への加算金を含む）。

しかし，ここでも建前と実態の乖離が貫徹し

ていた。すなわち，一時金を支払うのは形式的

にはチッソだが，実はその８５％ について，国

の一般会計から，熊本県を経由しチッソに補助

がなされた。しかも，当初は返還条件つきで

あったが，前述の「抜本策」の一環として，

チッソは返済の必要がなくなり，実質的に国の

負担となったのである。水俣病をめぐる紛争が

長期化したのは，このように責任の所在が曖昧

にされてきたことに，大きな原因がある。

出所：除本（２００７）６２頁，図２－２（一部略）。

図５「患者県債」によるチッソ金融支援の仕組み

経 済 学 研 究24094（ ） ６３－２
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４．２ 公害問題の教訓とは

以上みてきたように，公害問題でも福島の事

故と同様の問題が起きてきた。これまでの研究

で明らかにされてきた公害問題の教訓には，多

面的な内容が含まれるが，被害補償との関係で

いえば，次の３点が重要であろう。

第１は，何よりもまず，被害の実態と全容を

明らかにすることが大切である。そのためには

調査・研究も必要だが，被害者自身が訴え出る

ことを容易にする条件づくりが欠かせない。次

の点はその要となる。

第２に重要なのは，被害を引き起こした主体

の責任に基づいて，補償・救済の仕組みをつく

ることである。補償・救済制度ができてはじめ

て，被害者自身も被害を受けていることを自覚

する，というプロセスは公害問題でもみられ

た。逆に，補償・救済がなされないと，被害は

潜在してしまう。被害の全容を明らかにするこ

とと，補償・救済をきちんと行なうことは，表

裏一体の関係にある。

第３は，補償・救済の内容を金銭的な補償だ

けにとどめず，被害者に対する福祉的措置や，

被害地域の再生など，息の長い取り組みを着実

につづけることである。金銭的な補償だけで，

ふるさとを取り戻すことはできないし，避難者

の生活再建が保障されるわけでもない。とくに

今回の事故では，放射能汚染の低減や，人びと

の健康影響が明らかになるまでに長期間を要す

る。健康被害が出た場合の措置や，その費用負

担の仕組みをあらかじめ用意しておかねばなら

ない。また，被害地域の再生・復興も，時間を

かけた取り組みにならざるをえない。加害者

は，補償打ち切りを急ぐのではなく，むしろ長

い時間を要する解決過程と正面から向き合い，

被害地域の住民・自治体とともに，その過程に

主体的に参加していくことが求められる。

福島原発事故の被害補償においても，水俣病

など公害問題から学ぶことのできる事柄は多い

はずであり，それを問題解決に役立てていく必

要があろう。

付記 本稿執筆にあたっては，次の研究により得られ

た知見の一部を利用した。旭硝子財団人文・社会科学

系研究奨励，科研費基盤研究（C）課題番号２５５１６０１０

（以上，除本代表），三井物産環境基金２０１２年度研究

助成（藤川賢代表）。
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